
令和４年度三郷市普通会計決算状況調書

埼 玉 県 市 町 村 団体コード

区      分 決 算 額 構成比 対前年度増減率 住民一人当たり額(円) 区 分 決 算 額 構 成 比 対前年度増減率 住民一人当たり額(円) 充当一般財源等
令和2年 142,145 令和2年 4,718 地方税 23,527,503 36.7% 5.2% 165,480 議会費 306,121 0.5% 3.5% 2,153 306,121
平成27年 136,521 平成27年 4,531 第1次産業 第2次産業 第3次産業 地方譲与税 306,208 0.5% 3.9% 2,154 総務費 11,758,100 19.7% 5.1% 82,700 9,364,027
増 加 率 4.1% 令和2年 131,467 2年国調 645 15,661 47,149 利子割交付金 8,300 0.0% -37.0% 58 民生費 26,488,133 44.3% 3.5% 186,304 12,599,322

令和5年3月31日 142,177 平成27年 123,097 構 成 比 1.0% 23.6% 71.1% 配当割交付金 120,755 0.2% -7.6% 849 衛生費 3,998,905 6.7% 1.7% 28,126 2,210,980
令和4年3月31日 142,758 27年国調 751 17,211 44,277 株式等譲渡所得割交付金 94,485 0.1% -39.3% 665 労働費 121,610 0.2% 1.2% 855 21,066
増 加 率 -0.4% 構 成 比 1.1% 25.6% 66.0% 地方消費税交付金 3,311,727 5.2% 6.9% 23,293 農林水産業費 130,599 0.2% 9.1% 919 123,644

自動車取得税交付金 783 0.0% 4793.8% 6 商工費 395,149 0.7% -34.4% 2,779 204,071
環境性能割交付金 51,699 0.1% 33.5% 364 土木費 4,996,816 8.4% -6.8% 35,145 2,628,396
法人事業税交付金 237,026 0.4% 18.3% 1,667 消防費 1,707,666 2.8% 5.1% 12,011 1,400,944
地方特例交付金 227,196 0.3% -31.6% 1,598 教育費 5,285,896 8.8% 5.0% 37,178 3,408,248
地方交付税 2,256,909 3.5% 5.2% 15,874 災害復旧費

うち普通交付税 2,023,112 3.1% 6.8% 14,230 公債費 4,595,849 7.7% 5.8% 32,325 4,595,145
うち特別交付税 233,797 0.4% -6.9% 1,644 諸支出金
交通安全対策特別交付金 18,293 0.0% -7.0% 129 繰上充用金

分担金・負担金 410,170 0.6% -0.1% 2,885
使用料・手数料 467,600 0.8% 7.6% 3,289
国庫支出金 14,093,704 22.0% -11.9% 99,128
県支出金 3,454,788 5.4% -3.8% 24,299
財産収入 46,526 0.1% 43.1% 327
寄附金 152,018 0.2% 654.1% 1,069
繰入金 3,775,773 5.9% 2.4% 26,557
繰越金 5,056,770 7.9% 44.8% 35,567
諸収入 1,589,942 2.5% -16.8% 11,183
地方債 4,841,722 7.6% -1.5% 34,054

合          計 64,049,897 100% 1.2% 450,494 合 計 59,784,844 100% 2.7% 420,496 36,861,964

職 員 数 平均年齢(歳) 人件費 7,798,180 13.0% -1.8% 54,848 22.3% 22.6%
700 39.1 うち職員給 5,055,795 8.5% -3.5% 35,560
15 46.2 構成比 扶助費 16,546,017 27.7% -6.9% 116,376 14.6% 14.8%

165 35.6 公債費 4,595,849 7.7% 5.8% 32,325 15.5% 15.8%
11 48.2 物件費 8,097,061 13.5% -3.6% 56,951 18.9% 19.2%

891 38.7 維持補修費 956,658 1.6% 3.0% 6,729 3.1% 3.2%
決 算 額 補助費等 5,327,062 8.9% 25.6% 37,468 8.3% 8.4%
5,055,814 うち一部事務組合分 491,667 0.8% 1.2% 3,458 1.4% 1.4%
1,663,768 うち一部事務組合分以外 4,835,395 8.1% 28.7% 34,010 6.9% 7.0%

109,406 繰出金 4,571,121 7.7% 4.0% 32,151 10.9% 11.1%
130,054 貸付金 290,500 0.5% -0.1% 2,043 0.0% 0.0%

21 投資及び出資金
4,929 積立金 5,441,496 9.1% -4.1% 38,273

18,014 繰上充用金 合 計 27,700,326 93.7% 95.3%
281,615 普通建設事業費 6,160,900 10.3% 45.7% 43,333

7,263,621 うち補助分 2,000,547 3.3% 61.4% 14,071
土地開発基金 - うち単独分 4,160,353 7.0% 39.2% 29,262 29,072,236
その他 15,000 うち県営事業負担金分 22,569,520

- 災害復旧事業費 3,617,935
- 5,621,679 失業対策事業費 8,300

合 計 59,784,844 100% 2.7% 420,496 215,240
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人                 口 面   積    (K㎡)
1　歳入内訳 ２　歳出内訳（目的別）

基準財政収入額 20,407,589

48.4%

３　歳出内訳（性質別）

区                   分 令和4年度 令和3年度 区 分

歳入総額 A 64,049,897 63,276,810
基準財政需要額

国勢調査
人口
密度

産          業          構          造
区          分

人口集
中地区 就業

人口住 民 基
本 台 帳 令和5年3月

31日世帯数

30.13
市町村
類型

Ⅲ－3
令和4年度交付
税種地区分

Ⅱ－8

67,220

22,425,729

歳入歳出
差 引 額

C : A-B 4,265,053 5,056,770
実質収支比率 14.4%
公債費比率 10.4%

歳出総額 B 59,784,844 58,220,040
標準財政規模 28,620,631
財政力指数 0.925

実質収支 E : C-D 4,117,459 4,864,648
公債費負担比率 11.2%
義務的経費比率

翌年度に繰り
越すべき財源 D 147,594 192,122

債務負担行為を含む公債費比率 10.4%
起債制限比率 10.2%

積 立 金 G 4,769,996 5,129,593
実質債務残高比率 184.9%
ラスパイレス指数 98.6

単年度収支 F -747,189 1,508,787
歳入一般財源等比率 64.2%
経常一般財源比率 101.6%

積 立 金
取 崩 額

I 3,552,178 3,552,234
債務負担行為額のうち翌年度以降支出予定額 11,031,928
職員一人当たりの人口 160

繰上償還金 H 0 0
歳入一般財源等 41,127,017
地方債現在高 41,899,508

経常収支比率
減収補てん債(特例分)
と臨時財政対策債を
除く経常収支比率

実質単年度
収支

J : F+G+H-I 470,629 3,086,146
実質赤字比率 - %
連結実質赤字比率

区 分 対前年度
増 減 率

住民一人当たり額(円) 充当一般財源等

区分 決算額
4,341,204一般職員 290,640 将来負担比率 42.7%

- %
6,769,052 6,581,904区 分 一人当たりの給料月額(円) 実質公債費比率 7.5%

うち経常一般財源等決 算 額 構成比

6,037,379 5,590,458技能労務職員 288,809
消防職員 276,420

市町村
民税

個人
4,595,145 4,595,145

9,471,635 40.3%

法人 1,234,223
938,258 928,591

5.2%
4,584,424

4,463,813 4,315,724教育公務員 428,027

合                    計 290,297

491,667 416,495
区 分 公 営 企 業 等 へ の 繰 出

固定資産税 10,182,716 43.3%
4,092,757 2,039,163

積
立
金
現
在
高

財政調整基金
上水道 8,344

3,845,804 3,232,602
減債基金

軽自動車税
常磐新線対策基金

市町村たばこ税 1,439,129 6.1%

241,817 1.0%
244 244

公共施設整備基金
公共下水道 1,042,214

1,161,891

2,455,658

みどりの基金

特別土地保有税 0.0%
543,107

5,084,738
地域福祉基金

国民健康保険

減収補てん債(特例分)と
臨時財政対策債を経常
一般財源から除いた額

被災者支援がんばろう基金

介護保険 1,742,897

71,443

三郷インターA地区等公共施設整備基金

都市計画税 957,983
29,557,658

利子割交付金
税徴収率 97.9%

計 23,527,503

合　　　　計
介護サービス 24,240

地方税

経 常 一 般 財 源 収 入
4.1%

471,664定額
運用基金

後期高齢者医療

財産収入
その他　

地方特例交付金
交通安全対策特別交付金

36,861,964

使用料、手数料

配当割、株式等譲渡所得割交付金
計

自動車取得税交付金、環境性能割交付金

収益
事業

収入額

税実質徴収率 97.9%
法人事業税交付金

収入比率

100%

地方交付税（普通）

地方譲与税、地方消費税交付金
1,642,093

注４ ラスパイレス指数は、令和4年4月1日現在の指数である。

注５ 介護サービス事業は、市直営のデイサービス事業であるため、決算統計上は公営企業会計として

経理する。注１ 単位については、特に指示のあるものを除き、金額については「千円」、人数については「人」とする。

注２ 「減収補てん債(特例分)と臨時財政対策債を除く経常収支比率」とは、減収補てん債(特例分)と臨時財政対策債を経常一般財源

から除いた場合の経常収支比率である。

注３ 「一般財源等」とは、一般財源に特定財源中一般財源と同様に使用される財源を加えたものを言う。


